
審査申出書（土地）の書き方 
 

〈はじめに〉 

①  審査の申出は、地方税法第４３２条の規定によって、固定資産の納税者が、その納付

すべき当該年度の固定資産税に係る固定資産について固定資産課税台帳に登録された価

格について不服がある場合に固定資産評価審査委員会に対して行うものです。 

②  審査の申出は、地方税法第４３２条の規定によって、同法第４１１条第２項（固定資

産の価格等の登録）の規定による公示の日から納税通知書の交付を受けた日後３か月ま

で若しくは同法第４１９条第３項（固定資産の価格等の修正に関する道府県知事の勧告）

の規定による公示の日から同日後３か月(同法第４２０条の更正に基づく納税通知書の

交付を受けた者にあっては、当該納税通知書の交付を受けた日後３か月)までの間におい

て、又は同法第４１７条第１項（同法第４１１条第２項の規定による公示の日以後にお

ける価格等の決定又は修正）の通知を受けた日から３か月以内に行うものです。 

 
〈代表者・管理人・総代・代理人欄〉 

①  審査申出人が法人その他の社団若しくは財団であるとき、総代を互選したとき、又は 

代理人によって申出をするときは、それぞれの項目の□（チェック欄）に記入して、当

該項目に係る必要事項（住所・氏名・電話番号）を記入してください。 

②  代表者若しくは管理人、総代又は代理人の資格は書面で証明しなければなりません。 

たとえば、代表者については商業登記簿騰抄本、代理人及び総代については委任状など

を添付する必要があります。ただし、代理人については、代理人欄、審査申出人欄にそ

れぞれ記名・押印がされていれば、改めて委任状を提出する必要はありません。 

 

〈審査申出土地台帳登録事項欄〉 

①  審査申出書は、原則として、１筆ごと（台帳単位）に作成してください。 

②  この欄の各項目は、それぞれ土地（補充）課税台帳に登載された内容に従って記入し  

てください。 

 

〈納税通知書の交付を受けた日欄、申出の趣旨欄及び申出の理由欄 

①  審査申出書を提出するときまでに、納税通知書の交付を受けている場合は、「納税通知

書の交付を受けた日」欄に、その年月日を記入してください。 

② 「申出価格」欄は、審査申出人がこの審査の申出によって審査委員会に対して申出する

価格について記載する欄です。 

③ 「算出基礎」欄は、申出価格を算出するに至る根拠について記載する欄です。具体的な

計算方法を示してください。 

④ 「申出の理由」欄は、どうして申出の趣旨欄に記載したような結果になるべきであると

審査申出人が考えるのか、その理由を記載する欄です。単に「評価額が高い」というだ

けではなく、できるだけ具体的に記載してください。 

 

〈その他〉 

① 〈案内図〉は、申出土地の所在する場所とその付近の目標になるものを示してくださ

い。また、複数筆の土地を所有する方は、申出土地の所在を図示することによって、審

査の申出を行おうとする土地の所在表示などに錯誤がないか確認してください。 

② 「添付書類」欄には、添付した書類がある場合にその名称などを記入してください。 

③ 不服の審理は、地方税法第４３３条第２項の規定により、書面によることとされてい

ます。したがって、審査申出人と評価庁（東郷町長）との書面のやりとりにより審査が進

められますが、書面では十分にその意を尽くせなかった点について補完するために、審査

申出人が希望される場合は、固定資産評価審査委員会に対して口頭で意見を陳述すること

ができます。この場合は、審査申出書の「備考」欄にその旨を記載してください。 

なお、口頭による意見陳述とは、審査申出人が口頭で述べた意見を固定資産評価審査

委員会の委員が聴取するものであり、審査申出人は委員に対して質問したり、意見や感

想を求めたりすることはできません。また、評価をした町側の関係者は同席せずに行わ

れるものです。 

 

 



審査申出書（家屋）の書き方 
 

〈はじめに〉 

① 審査の申出は、地方税法第４３２条の規定によって、固定資産の納税者が、その納付

すべき当該年度の固定資産税に係る固定資産について固定資産課税台帳に登録された価

格について不服がある場合に固定資産評価審査委員会に対して行うものです。 

② 審査の申出は、地方税法第４３２条の規定によって、同法第４１１条第２項（固定資

産の価格等の登録）の規定による公示の日から納税通知書の交付を受けた日後３か月ま

で若しくは同法第４１９条第３項（固定資産の価格等の修正に関する道府県知事の勧告）

の規定による公示の日から同日後３か月(同法第４２０条の更正に基づく納税通知書の

交付を受けた者にあっては、当該納税通知書の交付を受けた日後３か月)までの間におい

て、又は同法第４１７条第１項（同法第４１１条第２項の規定による公示の日以後にお

ける価格等の決定又は修正）の通知を受けた日から３か月以内に行うものです。 

 
〈代表者・管理人・総代・代理人欄〉 

① 審査申出人が法人その他の社団若しくは財団であるとき、総代を互選したとき、又は

代理人によって申出をするときは、それぞれの項目の□（チェック欄）に記入して、当

該項目に係る必要事項（住所・氏名・電話番号）を記入してください。 

② 代表者若しくは管理人、総代又は代理人の資格は書面で証明しなければなりません。

たとえば、代表者については商業登記簿騰抄本、代理人及び総代については委任状など

を添付する必要があります。ただし、代理人については、代理人欄、審査申出人欄にそ

れぞれ記名・押印がされていれば、改めて委任状を提出する必要はありません。 

 

〈審査申出家屋台帳登録事項欄〉 

① 審査申出書は、原則として、１個ごと（台帳単位）に作成してください。 

② この欄の各項目は、それぞれ家屋（補充）課税台帳に登載された内容に従って記入し

てください。 

 

〈納税通知書の交付を受けた日欄、申出の趣旨欄及び申出の理由欄 

①  審査申出書を提出するときまでに、納税通知書の交付を受けている場合は、「納税通知

書の交付を受けた日」欄に、その年月日を記入してください。 

② 「申出価格」欄は、審査申出人がこの審査の申出によって審査委員会に対して申出する

価格について記載する欄です。 

③ 「算出基礎」欄は、申出価格を算出するに至る根拠について記載する欄です。具体的な

計算方法を示してください。 

④ 「申出の理由」欄は、どうして申出の趣旨欄に記載したような結果になるべきであると

審査申出人が考えるのか、その理由を記載する欄です。単に「評価額が高い」というだ

けではなく、できるだけ具体的に記載してください。 

 

〈その他〉 

① 〈案内図〉は、申出家屋の所在する場所とその付近の目標になるものを示してくださ

い。また、複数個の家屋を所有する方は、申出家屋の所在を図示することによって、審

査の申出を行おうとする家屋の所在表示などに錯誤がないか確認してください。 

② 「添付書類」欄には、添付した書類がある場合にその名称などを記入してください。 

③ 不服の審理は、地方税法第４３３条第２項の規定により、書面によることとされてい

ます。したがって、審査申出人と評価庁（東郷町長）との書面のやりとりにより審査が

進められますが、書面では十分にその意を尽くせなかった点について補完するために、

審査申出人が希望される場合は、固定資産評価審査委員会に対して口頭で意見を陳述す

ることができます。この場合は、審査申出書の「備考」欄にその旨を記載してください。 

なお、口頭による意見陳述とは、審査申出人が口頭で述べた意見を固定資産評価審査

委員会の委員が聴取するものであり、審査申出人は委員に対して質問したり、意見や感

想を求めたりすることはできません。また、評価をした町側の関係者は同席せずに行わ

れるものです。 

 


